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Ⅰ 趣旨

１ 目的

旧吉野川及び今切川流域の徳島市、鳴門市、松茂町、北島町、藍住町及び板野町の

2市4町で展開する「徳島県流域下水道事業」について、経営状況や資産等を正確に

把握して経営の効率化を図り、安定的な事業運営を行うため、令和２年３月に経営戦

略を策定するとともに、令和２年４月から地方公営企業法を適用した公営企業会計へ

移行したところですが、この度、策定から５年間経過することを契機として、最新の

状況を反映させてブラッシュアップすることで、下水道サービスの安定的かつ持続的

な提供と経営基盤の強化を目的に、徳島県流域下水道事業経営戦略を改定します。

２ 意義

下水道は、公共用水域の水質の保全に資するとともに、都市の健全な発達と住民の

生活環境の向上に欠くことのできない重要な施設です。

一方、少子高齢化や人口減少時代の到来、節水型社会への変化など社会の潮流は転

換期を迎えており、下水道事業の今後の事業運営に大きな影響を及ぼすことが予想さ

れます。

こうした中、国の動向や本県流域下水道の課題を踏まえた下水道事業の経営が必要

となっています。

３ 位置づけ

経営戦略は、平成26年8月の総務省通知「公営企業の経営にあたっての留意事項に

ついて」により、経営基盤の強化と財政マネジメントの向上に取り組むため、事業ご

とに策定することが求められているもので、公営企業が将来にわたって安定的に事業

を継続していくための中長期的な経営の基本計画です。

４ 計画期間

中長期的な視点から経営基盤の強化に取り組むことができるよう期間を設定します｡

この経営戦略では、令和４年度に策定した「とくしま生活排水処理構想2022」に

おいて長期目標年次としている令和17年度を、本経営戦略における計画の終期とし

ます。

＜計画期間＞

令和７年度から令和１７年度までの１１年間
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Ⅱ 事業の概要

１ 沿革

旧吉野川流域下水道は、平成12年度に旧吉野川流域の2市4町（徳島市（吉野川左

岸部）、鳴門市、松茂町、北島町、藍住町、板野町）を関連市町として、県と市町で

役割分担を定めて整備を進めてきました。

具体的には、県が「終末処理場」及び「幹線管渠」の整備と管理運営を行い、市町

は「流域関連公共下水道」として「幹線管渠と各戸を繋ぐ管渠」の整備（面整備）と

管理を行っています。

当初、長期的な下水道の整備計画である「全体計画」区域面積を4,524haとして

おりましたが、人口減少や少子高齢化の進行といった社会情勢の変化等を鑑み、令和

５年度に整備区域の見直しを行い、1,415haに縮小しました。（見直した区域は合併

処理浄化槽での整備区域に変更）

２ 経緯

平成12年度 都市計画決定、事業認可取得

平成13年度 幹線管渠工事に着手
鳴門市、松茂町、北島町、藍住町で関連公共下水道事業に着手

平成14年度 板野町で関連特定環境保全公共下水道事業に着手

平成17年度 処理場用地取得、処理場地盤改良

平成18年度 処理場建設工事に着手

平成21年4月 一部供用開始（1/16系列、処理能力5,900㎥/日）

平成28年12月 処理場増設工事完成（1/8系列、処理能力11,800㎥/日）

令和2年4月 地方公営企業法の一部適用（財務規定等の適用）

令和5年度 全体計画区域を縮小（4,524ha→1,415ha）

３ 概況

法適、非適の区分 地方公営企業法 一部適用（令和2年4月から）

処理区内人口密度 処理区域内人口 25,027人
＝ 3,152人/㎢

（令和5年度末） 処理区域面積 7.94㎢

下水道接続率 下水道接続人口 12,099人
×100 ＝ 48.3％

（令和5年度末） 処理区域内人口 25,027人

処理区数 １処理区

処理場数 １処理場（旧吉野川浄化センター）

2



４ 広域化・共同化・最適化実施状況

(1) 広域化・共同化の状況

旧吉野川流域下水道は、令和３年12月から藍住町のし尿・浄化槽汚泥の本格的な

受け入れを開始しており、日平均約900㎥の有収水量増加など、徳島県流域下水道事

業の経営に寄与しています。

また、老朽化が進んでいる他の生活排水処理施設（コミュニティプラント等）との

統廃合を検討するなど、今後も引き続き関連市町と調整の上、広域化・共同化に取り

組んでまいります。

(2) 最適化の状況

平成12年度の事業着手以降、20年余りが経過し、人口減少に伴う「使用料収入の

伸び悩み」、高齢化の進行による「接続意欲の低下」、厳しい財政状況による「予算確

保の難しさ」など、社会情勢が変化するなか、整備済区域の周辺では合併処理浄化槽

の普及が進みました。

こうした状況を踏まえ、施設の早期整備が図られるとともに、「県の流域下水道事

業」と「関連市町の下水道事業」とが持続可能な経営を両立できるよう、関連市町と

協議を重ね、令和5年度に全体計画区域の見直しを行った結果、未着手となっていた

下水道区域を廃止又は縮小し、事業効果の早期発現が見込まれる浄化槽区域にシフト

するなど、人口減少等の社会情勢や地域のニーズ等を踏まえ、時間軸を勘案した生活

排水処理施設の整備手法の最適化を図り、早期かつ持続可能な生活排水処理システム

を構築することとしました。

平成11年度の当初計画に比べ、下水道は約７割縮小

・計画処理面積 69％減 (H11当初: 4,524ha → R5変更： 1,415ha)

・計画処理人口 73％減 (H11当初:173,000人 → R5変更：46,343人)

・計画日最大汚水量 68％減 (H11当初: 94,000㎥ → R5変更：30,400㎥)

５ 負担金

徳島県流域下水道事業における主な収入源の一つが市町負担金です。本事業では受

益者負担の原則のもと、独立採算性を基本として市町負担金を算定しています。

市町負担金は、維持管理負担金と建設負担金に分けられます。

(1) 維持管理負担金

維持管理費は、県が保有する流域下水道施設（下水終末処理場、流域下水道幹線

管渠）の維持管理に要した費用です。

この維持管理費に係る市町の負担金は、流入水量１㎥当たりの単価を定め、その

単価に流入水量を乗じて算定しています。なお、この負担金単価は、関連市町との

協定により定めています。
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(2) 建設負担金

建設負担金は、流域下水道施設の建設時に建設に要する費用として関連市町の負

担としているもので、国庫補助事業の建設費から国費を除いた費用及び単独事業の

建設費のうち１／２としています。

参考/下水道法（抜粋）

（市町村の負担金）

第31条の2 第３条第２項又は第２５条の２２第１項の規定により公共下水道又

は流域下水道を管理する都道府県は、当該公共下水道又は流域下水道により

利益を受ける市町村に対し、その利益を受ける限度において、その設置、改

築、修繕、維持その他の管理に要する費用の全部又は一部を負担させること

ができる。

２ 前項の費用について同項の規定により市町村が負担すべき金額は、当該市町

村の意見をきいたうえ、当該都道府県の議会の議決を経て定めなければなら

ない。

６ 組織

(1) 職員数

令和６年度の執行体制は、徳島県県土整備部水環境整備課の職員１２名です。この

うち、徳島県流域下水道事業会計での人件費負担対象は２名です。

なお、(公財)徳島県建設技術センター、テスコ(株)及び(公社)徳島県環境技術セン

ターの３者で構成された「旧吉野川流域下水道管理運営共同事業体」を下水道施設の

指定管理者に指定しており、管理運営業務を担っています。（５年間：令和6年度～

令和10年度）

(2) 事業運営組織

事業運営体制は、次のとおりです。

本部機能－県土整備部 水環境整備課 （県庁）

現場機能－旧吉野川流域下水道管理運営共同事業体 （旧吉野川浄化センター）
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７ 民間活力の活用等

(1) 民間活力の活用

平成25年度より下水道施設の管理運営に関する業務を一括して行う指定管理者制

度を導入し、現在は「旧吉野川流域下水道管理運営共同事業体」が指定管理者として、

施設の運転、維持管理業務を担っています。

また、現行の指定管理期間の終了後である令和11年度以降を見据え、包括的民間

委託やPPP/PFIなど、指定管理制度以外の民間活力の活用についても検討していきま

す。

(2) 資産活用の状況

現在廃棄物として処理している下水汚泥について、コンポスト化やエネルギー利用

など、「資源」として有効活用できる方策を、関係機関と連携して検討していきます。

また、全体計画見直しに伴って付随する未利用地について、利活用方法を多角的に

検討して参ります。

８ 経営比較分析表を活用した現状分析等

地方公営企業のうち国が指定した事業は、経営・施設等の状況を示す経営指標を用

いた経年比較や他団体との比較を行うための「経営比較分析表」を公表することにな

っています。ここでは、令和５年度末に総務省により公表された、令和４年度決算分

の経営比較分析表を添付しています。

経営比較分析表は、経営及び施設の状況を表す経営指標を活用し、本県の経年比較

や他の類似団体との比較、複数の指標を組み合わせた分析を行うことで、経営の状況

や課題の把握を可能とせしめるものです。

これをみると、徳島県流域下水道事業は供用開始から歴史が浅い証左として、水洗

化率（接続率）、施設利用率及び有形固定資産減価償却率が低位状態から少しづつ上

昇していること、管渠老朽化率が極めて低い値（０％）となっていること等が確認で

きます。

なお、流域下水道事業は関連市町からの負担金等により運営しており、使用料収入

がないため、経費回収率は０％となっています。

また、徳島県流域下水道事業は、令和４年度決算分としては類型団体区分「E3：

供用開始後15年未満の流域下水道事業」に属しており、令和２年度からの地方公営

企業法財務規定適用以降、同一の類型団体区分「E3」に分類される自治体は存在し

ないため、現時点においては比較対象となる類似団体はありません。
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費
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に
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収
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の
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理
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損
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収
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、

償
還

す
る

年
度

に
繰

入
れ

が
行

わ
れ

る
た

め
、

短
期

的
な

支
払

能
力

は
確

保
し

て
い

ま
す

。
④
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収
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。
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収
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⑦
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②
管

渠
老

朽
化

率
及

び
③
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ら
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実
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せ
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。
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に
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図
る

と
と

も
、

コ
ス

ト
削

減
に

努
め

る
必

要
が

あ
り

ま
す

。
　

今
後

も
、

関
係

市
町

と
の

連
携

を
更

に
密

に
し

、
啓

発
活

動
の

強
化

等
に

よ
り

接
続

率
・

水
洗

化
率

の
向

上
及

び
面

整
備

に
よ

る
処

理
区

域
の

拡
大

に
よ

り
処

理
水

量
の

増
加

に
よ

る
収

益
の

確
保

に
努

め
る

と
と

も
に

、
指

定
管

理
者

制
度

に
よ

る
コ

ス
ト

削
減

に
努

め
、

効
率

的
か

つ
健

全
な

経
営

を
継

続
し

て
い

く
こ

と
に

よ
り

早
期

の
経

営
安

定
化

が
図

ら
れ

る
よ

う
努

め
て

ま
い

り
ま

す
。

※
　

「
経

常
収

支
比

率
」

、
「

累
積

欠
損

金
比

率
」

、
「

流
動

比
率

」
、

「
有

形
固

定
資

産
減

価
償

却
率

」
及

び
「

管
渠

老
朽

化
率

」
に

つ
い

て
は

、
法

非
適

用
企

業
で

は
算

出
で

き
な

い
た

め
、

法
適

用
企

業
の

み
の

類
似

団
体

平
均

値
及

び
全

国
平

均
を

算
出

し
て

い
ま

す
。

0.
00

0.
10

0.
20

0.
30

0.
40

0.
50

0.
60

0.
70

0.
80

0.
90

1.
00

H3
0

R0
1

R0
2

R0
3

R0
4

当
該

値
-

-
0
.0
0

0.
0
0

0.
00

平
均

値
-

-
0
.0
0

0.
0
0

0.
00

0.
00

2
0.
0
0

4
0.
0
0

6
0.
0
0

8
0.
0
0

10
0.
0
0

12
0.
0
0

H3
0

R0
1

R
02

R0
3

R0
4

当
該

値
-

-
10

0.
9
6

1
00
.
00

99
.3
6

平
均

値
-

-
0.

00
0.
0
0

99
.3
6

0.
00

1.
00

2.
00

3.
00

4.
00

5.
00

6.
00

7.
00

8.
00

9.
00

10
.
00

H3
0

R0
1

R0
2

R0
3

R0
4

当
該

値
-

-
3
.0
8

6.
0
7

9.
06

平
均

値
-

-
0
.0
0

0.
0
0

9.
06

0.
00

0.
10

0.
20

0.
30

0.
40

0.
50

0.
60

0.
70

0.
80

0.
90

1.
00

H3
0

R0
1

R0
2

R0
3

R0
4

当
該

値
-

-
0
.0
0

0.
0
0

0.
00

平
均

値
-

-
0
.0
0

0.
0
0

0.
00

①
経
常
収
支
比
率
(
％
)

0.
00

0.
50

1.
00

1.
50

2.
00

2.
50

H3
0

R0
1

R
02

R0
3

R0
4

当
該

値
-

-
0
.0
0

0.
00

2.
32

平
均

値
-

-
0
.0
0

0.
00

2.
32

0.
00

5.
00

10
.0
0

15
.0
0

20
.0
0

25
.0
0

30
.0
0

35
.0
0

40
.0
0

H3
0

R0
1

R
02

R0
3

R0
4

当
該

値
-

-
28

.0
6

28
.8
5

36
.
76

平
均

値
-

-
0
.0
0

0.
00

36
.
76

0.
00

0.
10

0.
20

0.
30

0.
40

0.
50

0.
60

0.
70

0.
80

0.
90

1.
00

H3
0

R0
1

R
02

R0
3

R0
4

当
該

値
-

-
0
.8
9

0.
47

0.
68

平
均

値
-

-
0
.0
0

0.
00

0.
68

0.
00

0.
10

0.
20

0.
30

0.
40

0.
50

0.
60

0.
70

0.
80

0.
90

1.
00

H3
0

R0
1

R
02

R0
3

R0
4

当
該

値
-

-
0
.0
0

0.
00

0.
00

平
均

値
-

-
0
.0
0

0.
00

0.
00

0.
00

2
0.
0
0

4
0.
0
0

6
0.
0
0

8
0.
0
0

10
0.
0
0

12
0.
0
0

14
0.
0
0

H3
0

R0
1

R
02

R0
3

R0
4

当
該

値
-

-
12

5.
6
3

1
08
.
59

10
9.
7
4

平
均

値
-

-
0.

00
0.
0
0

10
9.
7
4

0.
00

10
.0
0

20
.0
0

30
.0
0

40
.0
0

50
.0
0

60
.0
0

H3
0

R0
1

R
02

R0
3

R0
4

当
該

値
-

-
39

.1
3

44
.3
1

48
.
60

平
均

値
-

-
0
.0
0

0.
00

48
.
60

0.
00

10
.0
0

20
.0
0

30
.0
0

40
.0
0

50
.0
0

60
.0
0

H3
0

R0
1

R
02

R0
3

R0
4

当
該

値
-

-
46

.0
2

47
.5
4

47
.
63

平
均

値
-

-
0
.0
0

0.
00

47
.
63

②
累

積
欠
損
金
比
率

(％
)

③
流
動
比
率
(
％

)
④
企
業
債
残
高
対
事
業
規

模
比
率
(％

)

⑤
経
費
回
収
率
(
％
)

⑥
汚
水
処
理
原
価
(
円
)

⑦
施
設
利
用
率
(
％
)

⑧
水
洗
化
率
(
％

)

①
有
形

固
定
資
産
減
価
償
却
率
(
％
)

②
管
渠
老
朽
化
率
(
％
)

③
管
渠
改
善
率
(
％

)

【
9
9.
2
6】

【
1
1.
3
9】

【
1
04

.3
7】

【
2
30

.7
9】

【
9
3.
9
5】

【
6
7.
0
8】

【
5
2.
7
1】

【
0
.0

0】

【
3
6.
5
6】

【
1
.2

5】
【

0
.0

9】

6



Ⅲ 将来の事業環境

１ 処理区域内人口の予測
処理区域内人口予測の推計にあたっては、国立社会保障・人口問題研究所が公表してい

るデータを参考としています。具体的な推計方法は、次のとおりです。

(1) 令和５年度まで
実績値

(2) 令和６年度から令和17年度まで
令和５年度に変更した旧吉野川流域下水道の全体計画における将来人口（令和17

年度＝46,343人）を処理区域内の最大人口とし、令和５年度人口との差分を均等割
したものを、前年度人口にプラスしています。

なお、全体計画における将来人口は、国立社会保障・人口問題研究所の推計値をも
とに算出したものです。

(3) 令和18年度から令和32年度まで
令和17年度推計人口をベースに、国立社会保障・人口問題研究所が公表している

流域関連市町の５年毎の推計人口から期間中の人口増減率を割り出し、前年度の処理
区域内人口にこれをかけることで各年度の処理区域内人口を推計しています。
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（人） 処理区域内人口の将来予測
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２ 処理水量の予測
旧吉野川流域下水道は、事業着手が平成12年度、供用開始が平成21年度と歴史が浅く、

現在も流域関連市町によって面整備が実施されています。よって、面整備の完了までの間
は水量が増加していく見込みです。

処理水量の推計にあたっては、平成30年度から令和５年度にかけての年平均増加水量
（322㎥）に国立社会保障・人口問題研究所が公表している推計将来人口の増減率を補正
係数としてかけたものを各年度間における増加水量と仮定し、前年度の処理水量にこれを
プラスすることで各年度の水量を推計しています。（なお、これとは別に令和7,8年度は
個別の増減要因を反映しています。）
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（ ㎥ / 日 ） 処理水量の将来予測
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３ 維持管理負担金収入の見通し
令和10年度までの間は、施設の管理運営方法として指定管理者制度を活用しており、

指定管理料が維持管理負担金の主たるものになります。
なお、令和11年度以降は、施設の管理運営方法をどのようにするか今後検討予定であ

ることから、指定管理料の推計は、現行の指定管理の協定内容と同一であると仮定し、こ
れに予測処理水量を当てはめることによって算出しています。

なお、供用開始前に締結した協定書により、維持管理に要する費用については、関連市
町が負担することとなっております。
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（千円） 維持管理負担金収入
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４ 施設の見通し
旧吉野川流域下水道の施設は、「幹線管渠」と「終末処理場」の２種類があります。
このうち、「幹線管渠」は全て整備済であり、これに接続する面整備を関連市町が現在

行っているところです。
一方、「終末処理場」は、現在、全体計画の一部のみ整備済であり、流入水量の増加に

伴って、今後水処理施設の増設が必要になると見込んでいます。これは、終末処理場の整
備には多額の予算を要することから、汚水流入量の伸びや面整備の進捗状況等に応じて段
階的整備を行うこととしているからです。令和15年度頃に現有施設の処理能力を超過す
ると予測しており、令和14年度末までに水処理施設の増設が必要であると考えています。

なお、全国的な課題となっている下水道施設の「老朽化」という点に関して、当施設は
供用開始から比較的年数が浅いため、耐用年数の⾧い「幹線管渠」については、当面の間
は影響は微少であると考えています。

他方、「終末処理場」については、耐用年数が経過している設備や劣化が進行している
設備があり、対策が眼前の課題となっています。旧吉野川流域下水道では、持続可能な下
水道事業の実現を目的に、処理場の状況を客観的に把握、評価し、⾧期的な施設の状態を
予測しながら、計画的かつ効率的に施設を管理するストックマネジメント計画に基づき、
適正な管理を実行していきます。

また、老朽化同様に全国的な課題となっている「耐震化」の状況に関しては、当施設は
全て耐震性を確保していることから、当面の課題とはなっておりません。

旧吉野川流域下水道事業 全体計画 概要図

記　号 名　称

全体計画区域

事業計画区域

整備済み区域

幹線管渠（既計画）

市街化区域界

凡　例
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５ 組織の見通し
現時点で職員定数の削減計画等は策定されていないため、現行の体制が維持されるもの

と想定しています。
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Ⅳ 経営の基本方針
１ 基本理念

「未来に引き継げる下水道」の実現

徳島県流域下水道事業は、その設置条例において「都市の健全な発達及び公衆衛生
の向上に寄与し、併せて公共用水域の水質の保全に資するため」に設置することとさ
れており、また、経営の基本として「常に企業の経済性を発揮するとともに、公共の
福祉を増進するように運営されなければならない」と規定されています。
これらの実現をもって、県政の総合計画（徳島新未来創生総合計画）の基本理念で

ある「未来に引き継げる徳島」の実現に寄与すること理念とします。

２ 基本方針・目標・主な取組

基本方針① 持続的な下水道機能の堅持

計画的な施設の管理運営に努めることで、下水道サービスの安定的・持続的な
提供を維持します。

＜目 標＞ 放流水の水質基準適合率:100％維持
＜主な取組＞

・流入水量の増加予測に応じた水処理施設の増設
・ストックマネジメント計画に基づく施設の⾧寿命化対策や改築更新の実施
・適切な運転管理の実施

基本方針② 災害に強い下水道の実現

施設の強靱化及び危機管理対応の強化に取り組むことで、南海トラフ巨大地震
をはじめとする大規模災害発生時における下水道機能の維持や早期復旧を図り、
安心安全な生活環境の保全に努めます。

＜目 標＞ 大規模災害発生時における下水道機能の維持又は早期復旧
＜主な取組＞

・計画的な施設の地震対策の実施
・不断のＢＣＰ見直し及び実効性確保のための訓練実施
・災害時支援協定の締結等による被災時受援体制の確保
・上下水道一体での災害対応体制の構築
・ＤＸの推進
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基本方針③ 経営基盤の強化

経営の効率化に努め、収入増加及び支出削減の両方に取組むことで、経営基盤
の強化を図ります。

＜目 標＞ 経常収支比率:概ね100％以上
＜主な取組＞

・有収水量増加に向けた広域化・共同化の推進
・下水道接続人口拡大に向けた普及啓発活動の継続実施
・コンセッションやウォーターPPPといった更なる民間活用の検討
・下水道資源（下水汚泥、未利用地）の利活用に向けた検討
・ＧＸの推進

徳島県流域下水道のマンホールカード（紹介）

【配布場所】
・ 旧吉野川浄化センター（ 平日の昼間 ）
・ 月見ヶ丘海浜公園・管理棟（ 休日及び年末年始の昼間 ）
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Ⅴ 投資・財政計画（収支計画）

１ 投資・財政計画（収支計画） ： 別紙（19頁及び20頁）のとおり

２ 投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

(1) 収支計画のうち投資についての説明

【目標】

汚水流入量の増加見込みに伴い必要となる水処理施設の増設を確実に行うととも

に、ストックマネジメント計画に基づく計画的な更新・改築等を行うことにより、

将来にわたって持続可能な下水道事業の運営を実現します。

① 管渠・処理場等の建設・更新に関する事項

処理場等については、汚水流入量の増加に応じて現在１系列（処理能力11,80

0㎥／日）で運用している水処理施設の２系列目など、必要となる施設の増設を

行うとともに、ストックマネジメント計画に基いた老朽化した施設の改築・更新

を実施します。

なお、管渠については、耐用年数の経過までしばらく期間の余裕があると考え

ており、現時点では大きな改築・更新は見込んでいません。

② 広域化・共同化・最適化に関する事項

令和８年度に既存のコミュニティ・プラントを流域下水道へ統合予定です。

また、その他の汚水処理施設の統廃合等についても、関連市町と引き続き協議

し、可能性を模索して参ります。

③ 投資の平準化の考え方

処理場の設備について、ストックマネジメント計画に基づく改築・更新が求め

られる一方で、経営環境を考慮した投資の平準化も必要であると認識しておりま

すので、多面的に改築・更新の優先順位を検討していきます。

④ 民間活力の活用に関する事項

今後、コンセッションやウォーターPPPといった民間活力を活用した投資につ

いて、検討していきます。

⑤ 防災・安全対策に関する事項

終末処理場は、現行の耐震基準において耐震性が確保されているので、収支計

画上は耐震化工事に係る追加投資は見込んでいません。

なお、大規模な地震等の発生時には、関係機関と連携の上、BCP(業務継続計

画)の実行や下水道関係団体との間で締結している災害支援協定等に基づき、下

水処理機能の継続や早期復旧を図ります。
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(2) 収支計画のうち財源についての説明

【目標】

将来にわたって安定的に流域下水道を住民の方々に供していただけるよう、接続

人口増加等による有収水量の確保を促進させるとともに、効率的な運営に努めて経

営基盤を強化します。

① 建設費及び維持管理費の負担金収入に関する事項

汚水流入量は今後も増加していく見込みであり、それに伴って維持管理費に係

る負担金についても傾向として増加していく見込みですが、効率的な施設の運転

管理に努めるなど、可能な限り維持管理費の抑制に努めていきます。

なお、徳島県流域下水道事業の「建設負担金」及び「維持管理負担金」につい

ては、関連市町と県で協定書を締結しており、「建設負担金」は国費を除く費用

について県が１／２、関連市町が１／２をそれぞれ負担することとし、「維持管

理負担金」は原則として関連市町の負担とすることが定められています。

② 企業債に関する事項

期間中、水処理施設の増設、最初沈殿池の整備のほか、老朽化施設の改築・更

新などの建設改良事業を見込んでおり、これらの財源として企業債の新規発行を

行う予定ですが、既発債の償還が進んでいくことから、差し引いた企業債残高は

概して逓減していく見込みです。なお、資本費平準化債などの制度を有効活用し、

年度間の負担平準化を図って参ります。

③ 繰入金に関する事項

企業債償還額（元金及び利子）や企業債発行手数料、消費税納付額等を一般会

計からの繰入金額として算定しています。

④ 資産の有効活用等による収入増加の取組に関する事項

徳島県行政財産使用料条例に基づき、本来用途の妨げとならない範囲で、処理

場の未利用地部分を一時的に使用許可することによって使用料を徴収することが

ありますが、例外的な措置であることから、その性質上、収支計画上はこれを見

込んでいません。

⑤ 広域化・共同化・最適化に関する事項

令和８年度を予定として既存のコミュニティ・プラントを流域下水道へ統合し

ます。これによって有収水量の底上げを図り、収入の増加に繋げます。

広域化・共同化に対する取組は、収入支出の両面から経営の効率化に繋がる可

能性があるので、今後も検討を続けていきます。
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(3) 収支計画のうち投資以外の経費についての説明

① 民間活力の活用に関する事項

令和６年度から令和１０年度までの間、旧吉野川流域下水道の管理運営業務に

ついて、「旧吉野川流域下水道管理運営共同事業体」を指定管理者に指定して実

施しています。

なお、現在の指定管理期間満了後を見据え、維持管理費の縮減に向けて、令和

10年度までに今後の管理運営形態として、コンセッションやウォーターPPPと

いった、更なる民間活力の活用による管理運営の効率化を検討していきます。

② 職員給与費に関する事項

職員給与費については、公営企業会計に従事する職員に係る費用を計上してい

ます。

③ 動力費、薬品費、修繕費及び委託費に関する事項

指定管理費として、旧吉野川流域下水道施設の管理運営に要する経費を計上し

ています。

当該経費の内訳としては、指定管理業務遂行に要する人件費、電力費、薬品費、

光熱水費、汚泥等の処分費、設備等の保守点検費、水質試験費、補修費、管渠の

維持費、場内清掃費その他の事務費となっています。

なお、これら各費用については、指定管理期間中の流入水量の見込みや過去の

実績値などを基に、物価上昇の影響といった社会情勢を考慮し、算定しています。
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３ 投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

(1) 今後の投資についての考え方・検討状況

① 広域化・共同化・最適化に関する事項

施設の老朽化、人口減少、施設稼働率、スケールメリットなど、様々な観点か

ら、引き続き広域化・共同化・最適化の検討を不断にしていくことが重要である

と考えています。今後も、国の情報や他自治体の事例を参考にしながら関連市町

とともに検討していきます。

② 投資の平準化に関する事項

建設事業や改築更新事業などの必要性と経営状況を総合的に勘案し、投資の平

準化を図っています。

③ 民間活力の活用に関する事項（PPP/PFIなど）

今後、処理場の改築や管渠の更新などを行うにあたっては、状況に応じてPPP

/PFIの活用が効果的かどうか検討を行い、整備していきます。

④ その他

太陽光パネル増設による電力購入量の低減など、経費削減に繋がる投資につい

て検討を行います。

(2) 今後の財源についての考え方・検討状況

① 負担金の見直しに関する事項

負担金のあり方については、今後も関連市町と協議していきます。

② 資産活用による収入増加の取組について

未利用地や下水道施設の上部空間を利用した太陽光発電の導入など、保有資産

を活用した収入確保策を検討して参ります。

③ その他の取組

経営改善に寄与する有収水量の増加策について、今後も他自治体での事例等も

参考にしながら検討を続けて参ります。
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(3) 投資以外の経費についての考え方・検討状況

① 民間活力の活用に関する事項

旧吉野川流域下水道の管理運営については、平成25年度より指定管理者制度

を導入し、施設の運転、維持管理業務の経費削減に努めていますが、より効率的

な民間活力の活用方法について、引き続き研究を続けて参ります。

② 職員給与費に関する事項

計画期間中、流域下水道事業に係る業務に従事している2名の職員の費用を計

上していますが、今後の事業量の推移や業務内容の変化に応じて、適正な職員数

について検討していきます。

③ 動力費、薬品費、修繕費及び委託費に関する事項

下水道施設の指定管理者と連携し、流入水量に応じた効率的な運転管理を行う

ことにより、省エネルギー化に努めるほか、薬品費や汚泥等の処分委託費の低減

を図るなど、各種費用の節減に取り組むこととしています。

また、各施設や設備の状態と劣化状況などを見極めながら、日常の運転管理に

支障が生じないように適時適切に保守点検を行い、ストックマネジメント計画に

基づく維持管理を実施していくことで、長期的な修繕費の削減を目指します。

④ 下水道管路施設の維持管理に関する事項

近年、下水道管路施設に起因する道路陥没事故が全国で年間約3千件と多発し

ており、深刻な問題となっております。

徳島県流域下水道事業では、このような事故を未然に防ぐためにも、平成27

年の下水道法改正において創設された維持修繕基準等に基づき、適切な時期に点

検を行うとともに、点検により施設に異状があることが把握された場合は、補修

を行うなど、適切な施設管理に努めて参ります。

⑤ その他の取組

下水汚泥の処分コスト削減を目指し、コンポスト化をはじめとした下水汚泥の

再資源化を検討して参ります。

また、ビッグデータやIOTなどのデジタル技術を活用したDXについて、経費

削減に成功している先行事例を研究するなどして、導入可能性を検討します。
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Ⅵ 経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

１ 進行管理

徳島県流域下水道事業の経営の効率化を図り、安定的な事業運営を行うため、毎年

度、PDCAサイクルによる進行管理を行い、経営戦略の実効性を確保するとともに、

事業実施において問題点を把握しながら改善を図ります。

２ 経営戦略の見直し

当該経営戦略は中長期的視点から経営基盤の強化を図ることとし、取り組むべき施

策や投資財政計画を定めていますが、人口動態や社会情勢等の経営環境の変化を踏ま

え、実態との乖離を確認・修正させるため、少なくとも５年に一度の頻度で改定を行

っていきます。
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Ⅶ 用語集

あ行

ウォーターPPP

公共施設等運営事業及び同方式に準ずる効果が期待できる官民連携方式の総称

か行

改築

既存施設の老朽化等により施設の全部または一部（修繕に該当するものを除く）の再

建設あるいは取替えを行うこと

業務継続計画（ＢＣＰ）

地震等の災害の影響によって下水道機能が低下した場合であっても、下水道の業務を

継続するとともに被災した機能を早期に復旧させる計画

経営戦略

公営企業が、将来にわたって安定的に事業を継続していくための中長期的な経営の基

本計画

経営比較分析表

経営指標の経年比較や他公営企業との比較などを行い、現状や課題等を的確に把握す

るとともに、住民の皆様にわかりやすく説明するため、各地方公営企業が策定し公表

している表

広域化・共同化

経営の持続性を確保するため、複数の市町村などが維持管理の共同化や下水汚泥の共

同処理、汚水処理施設の統廃合などを行うことによって、下水道事業をはじめとした

汚水処理事業の運営を効率化すること

公営企業会計

事業収入を主な財源として、独立採算の原則により特定の事業を経理する会計。公営

企業会計の予算は、経営活動に伴って生じる収益（収入）と費用（支出）を表す収益

的収支と、施設の新設・改築など建設改良のための費用や企業債償還金などの支出と

その財源となる収入を表す資本的収支の2種類からなる。
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公共用水域

水質汚濁防止法によって定められる、公共利用のための水域や水路のことをいう。河

川、湖沼、港湾、沿岸海域、公共溝渠、かんがい用水路、その他公共の用に供される

水域や水路。ただし、下水道は除く。

国立社会保障・人口問題研究所

社会保障及び人口問題に関する調査及び研究を行うことを通じて、国民の福祉向上に

貢献することを目的として設立された、厚生労働省の施設等機関

コミュニティ・プラント

市町村が定める一般廃棄物処理計画に沿って設置され、管渠によって集められたし尿

及び生活雑排水を併せて処理する施設

コンセッション

公共施設等運営事業。施設の所有権を地方公共団体が有したまま、運営権を民間事業

者に設定する方式

さ行

指定管理者（制度）

多様化する住民のニーズに効果的・効率的に対応するため，公の施設の管理運営を、

地方自治体が指定した「指定管理者」が行う制度

資本費平準化債

使用期間内の特定の時期に負担が集中しないよう均一にするために、過去に発行した

地方債の償還に充当させるための地方債

終末処理場

下水道管によって送られた汚水について、河川や海などに放流する前に無害化処理を

行う施設

浄化槽

所管省庁は環境省。浄化槽は便所及び台所と連結して、し尿またはし尿と雑排水を処

理し、下水道法に規定する終末処理場を有する公共下水道以外に放流するための設備

又は施設。浄化槽には、し尿のみを処理する単独処理浄化槽とし尿と生活雑排水を併

せて処理する合併処理浄化槽がある。
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ストックマネジメント

目標とする明確なサービス水準を定め、下水道施設全体を対象に、その状態を点検・

調査等によって客観的に把握・評価し、長期的な施設の状態を予測しながら、点検・

調査、修繕・改築を一体的に捉えて下水道施設を計画的かつ効率的に管理するもの。

生活排水対策

生活排水とは炊事、洗濯、風呂、し尿など、日常生活にともなって家庭から出される

排水のこと。生活排水対策としては、公共下水道の整備を促進することや、生活雑排

水とし尿を一緒に処理できる合併処理浄化槽の普及などの対策が効果的であるとされ

ている。

生活排水処理施設

家庭等から出る生活排水等を処理する施設の総称であり、下水道のほか、農業集落排

水、浄化槽、コミュニティプラントなどがある。

接続率

「処理人口」に対する「接続人口」の割合。なお、公共下水道の終末処理場により下

水の処理が開始されると、汲み取り便所の場合は、供用開始の日から３年以内に水洗

便所（汚水管が公共下水道に連結されたもの）に改造しなければならない。また汲み

取り便所以外の場合は、供用開始後遅滞なく公共下水道に流入させるための排水設備

を設置しなければならない。

全体計画

概ね20～30年後の間で将来的な下水道施設の配置等を定める計画

た行

長寿命化計画

施設機能の継続的な確保及びライフサイクルコスト最小化の対策（改築・修繕）を効

果的に実施することを目的とした計画。施設の点検・調査、診断に基づいて策定され

る。

地方公営企業

地方公共団体が、住民の福祉の増進を目的として設置し、経営する企業。事業例とし

て、下水道のほか、上水道、病院、交通、ガス、電気、工業用水道などが挙げられる。

や行

有収水量

料金徴収の対象となる汚水量
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ら行

流域下水道

効率的に下水を排除し処理するため、２以上の市町村からの公共下水道を収集し、一

括処理するもので、終末処理場と幹線管渠からなる。

レジリエンス

「回復力、復元力、弾力性」といった意味を持つ言葉。災害との関連では、機能の維

持・回復を通じて、災害の影響を適時にかつ効果的に防護・吸収し、対応するととも

に、しなやかに回復する能力とされている。

A～Z（アルファベット）

ＤＸ（デジタル・トランスフォメーション）

デジタル技術を浸透させることで人々の生活をより良いものへ変革しようとする取組

ＧＸ（グリーン・トランスフォーメーション）

温室効果ガスを発生させる化石エネルギーを中心とした現在の産業構造・社会構造

を、クリーンエネルギー中心へ転換し、経済社会システム全体を変革しようとする取組

ＰＦＩ（プライベート・ファイナンス・イニシアティブ）

公共施設等の設計、建設、維持管理及び運営に、民間の資金とノウハウを活用し、公

共サービスの提供を民間主導で行うことで、効率的かつ効果的な公共サービスの提供

を図るという考え方

ＰＰＰ（パブリック・プライベート・パートナー）

公共サービスの提供に民間が参画する手法を幅広く捉えた概念で、「官民連携」とも

呼ばれ、民間資本や民間のノウハウを活用し、効率化や公共サービスの向上を目指す

ものとされており、ＰＦＩはＰＰＰの代表的な手法の一つ
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